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視点

　新型コロナ禍後の物価・賃金の上昇（インフレ）を受けて、医療機関から診療報酬
の大幅な引き上げを求める声が強まっています。そもそも保険診療では、公定価格で
ある診療報酬で単価が定められているため、医療機関は人件費、委託費、光熱費等の
諸経費が上昇しても、自ら価格転嫁することができません。診療報酬は2年に1度改定
されており、直近の2024年度は、医療機関の経営原資となる診療報酬本体の改定率
が＋0.88％と、近年としては高い水準となりました。もっとも、2023年度と2024年度
の消費者物価上昇率（インフレ率）はともに＋3.0％であり、＋0.88％の改定率では
ここ2年分のインフレに対応できていないのはもちろん、1年分のインフレ率よりもは
るかに低く、実質ベースでは大幅なマイナス改定であったといえます。こうしたなか、
足元で医療機関の経営状況が悪化しています。
　他方、高齢化等で現役世代の社会保険料負担が増加するなか、医療費総額の抑制を
求める声が強まっています。国民医療費は1992年度から2022年度の30年間で、23.5兆
円から46.7兆円と約2倍に増加し、対GDP比でみても4.9％から8.2％に上昇しました。
このため、保険料率の上昇が続いており、現役世代を中心に負担感が増しています。
本年7月に行われた参院選では、現役世代の投票率が上昇し、減税や社会保険料の抑
制による手取り増加を訴える政党が議席数を大きく伸ばしました。
　診療報酬引き上げと医療費総額の抑制の両立は難しい課題ですが、その実現のため
には医療サービスの効率化が不可欠です。政府も、本年6月に閣議決定された経済財
政運営と改革の基本方針2025（骨太の方針）で、以下の四つの具体策を掲げています。
一つ目は、OTC類似薬の保険給付の見直しです。OTC類似薬とは、風邪薬や湿布な
どOTC医薬品（市販薬）に類似しつつも、医師の処方箋が必要な医薬品です。現状
OTC類似薬は保険給付の対象とされており、医療機関を受診すると1 ～ 3割の自己負
担で入手できます。これを保険給付対象外とすることで、直接薬局に行き薬剤師と相
談して市販薬を購入する患者が増え、外来受診回数が減少すると期待されます。二つ
目は、フォーミュラリの整備です。フォーミュラリとは、経済性を考慮した医薬品の
使用方針です。これまで、医師が必要性の低い薬や、効果は他の薬と同等なのに価格
が高い薬を処方するケースが問題とされてきました。フォーミュラリの整備と活用に
より、医師の処方が標準化・効率化されることが期待されます。三つ目は、病床削減
です。わが国の病床数は国際的に突出しています。病床数が多過ぎると、病院は病床
稼働率を維持するために、退院を遅らせようとしがちになると考えられます。病床の
削減により、平均在院日数の短縮が進むと期待されます。四つ目は、医療DXです。
例えば、カルテを電子化し、患者情報をすべての医療機関で共有可能とすることで、
異なる医療機関での重複した検査の回避などが期待されます。
　このような医療サービスの効率化策は、これまでも度々提唱されてきましたが、な
かなか実現しなかった経緯があります。診療報酬引き上げと医療費総額の抑制の両立
が求められる足元の難局は、抜本的に改革を進める好機ともいえましょう。 （成瀬）

単価引き上げと総額抑制の両立を求められる医療費
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経済トピックス
マクロ経済情報

　わが国の新設住宅着工戸数は、2024
年には年率80万戸前後で一進一退の推
移でしたが、2025年の春先に急激に増
加した後、大幅に落ち込んでいます。足
元にかけても持ち直しは限定的で、先行
き予断を許さない状況にあります。
　以下では、新設住宅着工戸数の変動要
因を整理したうえで、今後の行方を展望
しました。

法改正により住宅着工は急変動

　新設住宅着工戸数（季節調整値、年率）
は2025年3月 に108万 戸 に 急 増 し た 後、
4月には62万戸、5月には52万戸と過去
最低水準に落ち込みました。直近の7月
も71万戸にとどまり、回復は限定的です

（図表1）。用途別にみると、着工の大部
分を占める持ち家や貸家の落ち込みが顕
著です。こうした変動の背景には、2025

年4月に施行された二つの法改正の影響
が指摘できます。
　第1に、建築物省エネ法改正による省
エネ基準厳格化です。これまで届け出義
務や努力義務にとどまっていた新築住宅
について、省エネ基準の適合が義務付け
られました。これにより、新築住宅は一
定以上の省エネ性能を求められるだけで
なく、行政庁や省エネ判定機関による審
査が必要となるケースが大幅に増加しま
した。
　第2に、建築基準法の改正による審査
対象の拡大です。2階建て以下、延べ面
積500㎡以下など、これまで特例により
一部審査が省略、ないしは建築確認の対
象外となっていた一般的な住宅の多く
が、法改正により厳密な審査や建築確認
申請を求められるようになりました。
　法改正による変更は、4月以降に着工
する住宅に適用されるため、申請・認可
手続きに関する負担増加への懸念が高ま
りました。この結果、改正法が施行され
る4月より前に着工を前倒しする駆け込
み需要が生じ、4月以降にその反動が現
れた格好です。

申請手続きの負担とコスト増が重し

　当面を展望すると、制度変更による住
宅着工への下押し圧力は徐々に弱まると
みられるものの、その回復ペースは緩慢
にとどまる見込みです。政府は、改正事
項の周知やサポート体制の構築など、審
査や建築確認の対象拡大を見越して負担

回復の遅れが懸念される住宅着工
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（資料） 国土交通省「建築着工統計調査」を基に日本総合研
究所作成

図表1　 新設住宅着工（季調値年率）
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軽減の取り組みを進めてきましたが、急
激な審査需要の増加を受けて、足元では
審査機関による申請の処理が追いついて
いない状況です。建築確認の申請処理状
況をみると、申請件数から交付件数を差
し引いた要処理件数は2025年5月時点の
推計で2万件近くへ増加しています。こ
のような審査に要する期間長期化などが
着工戸数回復の重しとなる見込みです

（図表2）。
　加えて、住宅建設業者・販売会社など
関係各所の申請手続きに係る負担の増加
も、着工の制約要因となる可能性があり
ます。法改正による省エネ基準・建築基
準の審査への対応は、豊富な経営資源を
抱える大企業では比較的円滑に進むとみ
られるものの、規模が小さい事業者など

では、審査機関に提出する資料の作成や
追加の申請手続きが業務上の負担となる
ケースもあり、それが着工の遅れにつな
がる可能性があります。

供給制約も着工の逆風

　こうした法改正による下押し影響だけ
でなく、着工を巡るコストが高止まりし
ていることも回復の重しとなる見込みで
す。建築資材の価格高騰などを受けて、
住宅の工事原価は、2025年7月には2020
年平均に比べて約1.3倍近くへ上昇して
います。
　さらに、建設業の深刻な人手不足も長
期的に着工を下押しする一因です。2025
年6月の日銀短観の雇用人員DI（人手過
剰感－人手不足感）では、建設業が▲60
ポイントと、全業種平均の▲35ポイント
に比べても極めて深刻な人手不足となっ
ています。民間居住用手持ち工事高をみ
ると、2022年以降上昇傾向にあり、法
改正に伴う駆け込み需要が生じる前か
ら、供給制約で思うように消化できない
工事案件が積み上がる方向にあります。
　こうした状況を踏まえると、本年の着
工戸数は近年の平均的な水準である80
万戸を下回る可能性が高く、景気に対し
ても住宅投資の減少を通じてマイナスに
作用する可能性があります。トランプ関
税などで外需が期待できないなか、頼み
の内需にも不安材料を抱える格好であ
り、今後の住宅着工の回復状況を注視す
る必要がありましょう。 （堤）
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（資料） 国土交通省「改正建築物省エネ法・建築基準法の円
滑施行に関する連絡会議」

（注） 申請件数・交付件数は3月以降に受け付けを行った案
件を集計し、回答率で割り戻して推計。要処理件数は
3月以降の申請件数の累計から交付件数の累計を差し
引いて算出。

図表2　 建築申請に関する要処理件数の推移
（2025年）
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　今年度の税制改正で免税店制度が見直
され、2026年11月から新たに「リファ
ンド方式」が導入される予定です。観光
立国を目指すわが国は、インバウンド誘
致の方策として免税店制度を活用してき
ましたが、不正利用や店舗の負担増大と
いった問題点も顕在化してきたため、大
幅な見直しに踏み切ることとなりまし
た。以下では、制度変更の内容や背景、
期待される効果等について概観します。

税制改正の主なポイント

　今回の税制改正の主なポイントとして
以下の3点が挙げられます（図表1）。
　最大の変更点は、新たな免税方式の導
入です。現状、免税店は要件を満たした
購入者に消費税相当額を差し引いて商品
を引き渡しますが、リファンド方式は、
店頭では税込み価格で販売し、後日、出
国検査で当該物品の国外持ち出しが確認
された場合に限り免税が受けられる仕組

みに変わります。購入物品の確認や返金
手続きは、免税店と税関が国税庁システ
ムを介して交換する購入記録情報と税関
確認情報に基づいて行われ、取引実態の
把握が容易になります。
　第2に、免税対象品の範囲の見直しで
す。現在の免税対象は一般物品と消耗品

（家庭薬や化粧品、菓子等）に大別され、
消耗品については、購入金額の上限、お
よび国外持ち出しを確認しやすくするた
めの特殊包装がされています。新制度の
もとでは物品区分が撤廃され、買い控え
を招く上限金額や手間のかかる特殊包装
も不要となります。
　第3に、販売手続きの見直しです。現
状、免税要件を確認するために、免税店
に課されている購入者の滞在期間や在留
目的等の確認と書類保存の義務が緩和さ
れます。他方、高額商品の購入記録情報
については、持ち出し確認を厳正に行う
ため、ブランド名や素材、デザイン、シ
リアルナンバー等の詳細情報の登録が必
須となります。

制度見直しの背景

　政府は2014年以来、インバウンド消
費の拡大に向けて免税店制度を拡充し、
最低購入額の引き下げや一括手続きカウ
ンターの開設等を実現してきました。こ
の結果、2024年のインバウンド旅行消
費額は8.1兆円と、2014年の約4倍に達し
ています。また、免税店も全国に普及し、
2014年から10年間の店舗数は、3大都市
圏で約9倍、地方圏で約14倍に増加しま
した（図表2）。

外国人向け免税店制度見直しの背景と今後の展望

社会トピックス

図表1　 2025年税制改正における免税店
制度見直しの概要

改正項目 主な内容

新たな免税方式の
導入

店頭では税込みで販売し、出国検査で
当該商品の持ち出しが確認された後に
返金するリファンド方式へ移行

免税対象品の範囲
の見直し

一般物品と消耗品の区分の廃止（消耗
品の特殊包装、１日当たり購入上限金
額の廃止）、用途要件の廃止

免税販売手続きの
見直し

免税品購入対象者の提示すべき書類、
店舗の保存義務の見直し
高額商品に関する詳細情報の記載の義
務化

（資料）国税庁「輸出物品販売場制度に関するQ&A」（リフ
ァンド方式・概要編）2025年4月等に基づき、日本
総合研究所作成
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　こうした成果にもかかわらず、制度の
見直しが行われる背景としては、次の
2点が挙げられます。第1は、消費税の不
正還付や購入物品の転売といった制度の
不正利用の横行です。不正還付は、販売
時に受け取った消費税から仕入れ時に支
払った消費税を差し引いてマイナスとな
る場合に還付が受けられる税制を悪用
し、免税販売を偽装して還付金を得よう
とするものです。また転売は、国外持ち
出しが必須である免税購入品を国内で売
却しておきながら、消費税の納付を免れ
るものです。本来は出国時に当該物品を
携行していない場合、税関で消費税が徴
収される決まりですが、出国検査や消費
税の納付を回避するケースが後を絶ちま
せん。
　第2は、免税店の負担の大きさです。

免税店は購入要件や物品区分の確認、不
正行為の判定、購入記録の作成等、様々
な作業を担っています。マニュアルの整
備や一部手続きの自動化等の対策が講じ
られているものの、インバウンドの増加
や人手不足も影響し、店舗にかかる負担
が増しています。さらに、転売目的を見
抜けなかった免税店側に多額の追徴課税
が課されるケースも相次ぎ、制度の見直
しを求める声が高まっていました。

新制度への期待と課題

　新制度で期待される効果として、まず、
不正事案の減少が挙げられます。リファ
ンド方式のもとで免税を受けるには、出
国時の税関検査が必須となるため、転売
の把握が容易となります。また、チェッ
クの強化により免税販売の偽装も難しく
なります。次に、税関の役割が増すこと
で、従来免税店が担ってきた作業負担の
軽減も期待されます。
　今後は、免税購入品の持ち出しを確認
する仕組みの構築が大きな課題であり、
空港等の混雑・混乱を避けつつ厳正にチ
ェックする仕組みが求められます。また、
これまで免税品販売を敬遠してきた地方
圏の小規模店舗に作業負担の減少を周知
し、参入を促す取り組みも重要です。
　わが国観光はインバウンドを柱に成長
を遂げている一方、観光客数・消費額と
も都市圏に集中しています。地方圏にも
メリットが行き渡るようにするには、各
地の名産品や伝統工芸品の販売促進を図
ることが重要であり、新たな免税店制度
の幅広い活用が望まれます。 （高坂）
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（資料）観光庁「都道府県別消費税免税店数の分布」（2024
年9月30日現在）に基づき、日本総合研究所作成

（注） 調査時点は、2019年まで4月1日と10月1日、2020年
以降は３月31日と9月30日。

図表2　 3大都市圏と地方圏の免税店数の
推移
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　米国のトランプ大統領は、相互関税や
違法薬物対策関税、個別品目関税などの
措置を相次いで導入してきました。8月
には、一時停止されていた相互関税の上
乗せ税率が再度適用開始され、今後の関
税措置の強化には主に個別品目関税の拡
大が用いられる公算です。アジア経済へ
の影響を考えるうえでは、本稿執筆時点
で詳細が判然としない半導体関税が最大
の注目点です。以下では、半導体関連製
品のサプライチェーンにおけるアジア各
国・地域の位置づけを踏まえて、半導体
関税がアジア経済へ及ぼす影響について
検討します。

現時点の関税影響は僅少

　OECDによれば、半導体関連製品のサ
プライチェーンは四つの工程に大別する
ことができ、①シリコンウェハー、②半
導体チップやプリント基板など、③自動
車用・航空機用など各用途向けの中間電
子製品、④コンピューターや電話機など
の最終電子製品、の順に工程が進んでい
きます。本稿執筆時点では、半導体関税
が発動していないことに加え、米国の大
統領覚書により、これらすべての工程の
製品の大宗が相互関税の対象から除外さ
れています。そのため、現時点で半導体
サプライチェーン全体がトランプ関税に
よる悪影響を免れており、台湾などの半
導体・電子製品輸出への依存度が高い国・
地域で高成長が続いています。

関税の適用範囲によって異なる影響

　半導体関税の導入による各国・地域の

対米輸出への影響を検討するに当たって
は、製造工程のどの範囲に適用されるか
が極めて重要になります。アジア各国・
地域の各工程に関連する投入財、製造設
備、生産物の対米輸出をみると、半導体
チップやその原材料となるシリコンウェ
ハーの占める割合は小さいことが分かり
ます（図表1）。一方、半導体を使用した
中間・最終電子製品の割合は大きく、と
くに台湾では対米輸出総額の5割程度、
中国やASEANでは同2割程度に上りま
す。
　また、個別製品への関税賦課の影響を
検討するに当たっては、製品の性質の差
に注目することも重要です。ノートパソ
コンやスマートフォンなどの最終電子製
品は、最終消費者が直接的に価格上昇に
直面することから、関税賦課による価格
上昇を受けた需要の減退につながりやす
いと考えられる一方、半導体チップのよ

グローバルサプライチェーンからみる半導体関税

アジアトピックス

図表1　 半導体関連の対米輸出

（資料）UN Comtrade、OECDを基に日本総合研究所作成
（注） データは2023年。中国には香港を含む。台湾は、その

他アジアの計数を使用。
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うな中間投入製品は、最終製品への需要
が損なわれない限り、大幅な需要減退に
直面しにくいと考えられます。
　以上を踏まえれば、半導体サプライチ
ェーンの上流に位置する半導体チップそ
のものへの追加関税によるアジア各国・
地域の経済全体への直接的な悪影響は限
定的とみられる一方、最終電子製品など
へ追加関税の適用範囲が及ぶ場合には、
台湾やASEANなどの対米輸出が大きく
減少することが懸念されます。

供給網を通じてアジア域内貿易に影響

　さらに、アジア各国・地域経済への間
接的な悪影響も懸念されます。半導体関
連製品のサプライチェーンの下流に位置
する最終電子製品の需要が損なわれれ
ば、その前工程である中間電子製品、半
導体チップ、シリコンウェハーのすべて
の製造工程の生産・流通に影響が生じる
ことになります。アジア各国・地域は、
世界最大の消費市場である米国へ多くの
中間・最終電子製品を輸出していますが、
同製品の製造に係る前工程はアジア域内
で分業生産しています。実際に、アジア
域内における半導体関連製品の貿易量を
みると、中間・最終電子製品の前工程に
当たる半導体チップを中心に相当量の貿
易を行っており、各国・地域の輸出総額
に対して、台湾では5割弱、中国、韓国、
ASEANでは2割前後、日本では1割程度
の製品を輸出しています（図表2）。その
ため、とくに半導体関税の適用範囲に最
終電子製品が含まれる場合には、直接的
な対米輸出の大幅下振れに加え、間接的

なアジア域内貿易の縮小を通じて、各国・
地域の経済に大きな悪影響が生じること
になります。
　そのため、アジア各国・地域経済を考
えるに当たっては、トランプ政権による
半導体関税の適用範囲を十分に見極める
必要があるといえます。もっとも、追加
関税の適用範囲が上流の半導体チップに
限定される場合も、楽観はできません。
米国の対アジア貿易赤字額の3割近くを
中間・最終電子製品が占めることから、
トランプ政権の貿易赤字解消に向けた強
硬なスタンスが続く限り、中間・最終製
品に対する高関税のリスクはくすぶり続
けることになります。アジア各国・地域
においては、中長期的な視点でサプライ
チェーンの再編も含むリスク低減に向け
た取り組みも検討課題となりましょう。
 （室元）

アジアトピックス MONTHLY 
REVIEW

図表2　 半導体関連のアジア域内輸出
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（注） データは2023年。中国には香港を含む。台湾は、その

他アジアの計数を使用。アジア域内は、中国、NIEs、
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●日　本● （％）
2024年度 2025年 2025年

1～ 3 4～ 6 5月 6月 7月 8月
鉱工業生産指数

（▲1.4）
〈▲0.3〉
（1.0）

〈0.4〉
（0.9）

〈▲0.1〉
（▲2.4）

〈2.1〉
（4.4）

〈▲1.2〉
（▲0.4）

鉱工業出荷指数
（▲1.9）

〈▲0.1〉
（1.0）

〈1.2〉
（0.5）

〈2.4〉
（▲2.3）

〈▲0.8〉
（3.8）

〈▲2.1〉
（▲1.7）

鉱工業在庫指数（末）
（▲0.7）

〈1.0〉
（▲0.7）

〈▲2.8〉
（▲3.1）

〈▲1.8〉
（▲3.1）

〈▲0.3〉
（▲3.1）

〈0.9〉
（▲2.4）

生産者製品在庫率指数
（1.4）

〈▲1.5〉
（0.7）

〈0.7〉
（0.1）

〈▲1.1〉
（1.7）

〈0.9〉
（▲1.8）

〈0.1〉
（1.1）

稼働率指数
　（2020年＝100）

101.9 103.7 103.7 105.0 103.1 102.0

第3次産業活動指数
（1.4）

〈1.4〉
（1.7）

〈0.3〉
（1.6）

〈0.5〉
（3.3）

機械受注
（船舶・電力を除く民需） （3.7）

〈3.9〉
（5.6）

〈▲0.6〉
（4.4）

〈3.0〉
（7.6）

建設工事受注（民間）
公共工事請負金額

（8.9）
（3.2）

（11.5）
（▲3.6）

（48.4）
（9.5）

（19.2）
（4.0）

（30.3）
（10.8）

（▲29.4）
（9.5） （2.7）

新設住宅着工戸数
（年率、万戸）

81.6
（2.0）

88.8
（13.3）

60.1
（▲25.6）

52.9
（▲34.4）

64.7
（▲15.5）

71.2
（▲9.7）

百貨店売上高　　　　全国
　　　　　　　　　　東京
チェーンストア売上高

（4.0）
（4.7）
（1.4）

（▲0.1）
（▲0.4）
（1.0）

（▲6.5）
（▲8.8）
（4.0）

（▲7.0）
（▲9.1）
（4.6）

（▲7.8）
（▲10.6）
（4.2）

（▲6.2）
（▲10.0）
（3.1）

完全失業率
有効求人倍率

2.5
1.25

2.5
1.25

2.5
1.24

2.5
1.24

2.5
1.22

2.3
1.22

現金給与総額　（5人以上）
所定外労働時間　　　（〃）
常用雇用　　　　　　（〃）

（3.0）
（▲2.5）
（1.2）

（2.2）
（▲2.3）
（1.7）

（2.4）
（▲2.4）
（1.6）

（1.4）
（▲1.0）
（1.7）

（3.1）
（▲3.0）
（1.5）

（4.1）
（▲3.0）
（1.4）

M2　　　（平残）
広義流動性（平残）

（1.4）
（3.3）

（1.1）
（3.4）

（0.7）
（1.7）

（0.6）
（1.5）

（0.8）
（1.5）

（1.0）
（1.6）

（1.3）
（1.9）

経常収支　　　　　（兆円）
　　　前年差

30.44
4.28

7.56
1.07

7.04
0.14

3.44
0.49

1.35
▲0.42

2.68
▲0.64

貿易収支　　　（兆円）
　前年差

▲4.01
▲0.33

▲1.67
▲0.35

▲0.09
1.07

▲0.52
0.58

0.47
▲0.11

▲0.19
0.27

消費者物価指数
（除く生鮮食品） （2.7） （3.1） （3.5） （3.7） （3.3） （3.1）

（％）
2024年度 2024年 2025年

1～ 3 4～ 6 7～ 9 10～ 12 1～ 3 4～ 6
業況判断DI 大企業・製造

非製造
中小企業・製造

非製造

11
34
▲1
13

13
33
▲1
12

13
34
0
14

14
33
1
16

12
35
2
16

13
34
1
15

売上高　（法人企業統計）
経常利益

（3.6）
（7.5）

（2.3）
（15.1）

（3.5）
（13.2）

（2.6）
（▲3.3）

（2.5）
（13.5）

（4.3）
（3.8）

（0.8）
（0.2）

実質GDP
（2015年連鎖価格） （0.7）

〈▲0.2〉
（▲0.8）

〈0.5〉
（▲0.7）

〈0.6〉
（0.8）

〈0.5〉
（1.2）

〈0.1〉
（1.7）

〈0.5〉
（1.7）

名目GDP
（3.7）

〈0.0〉
（2.2）

〈2.0〉
（2.4）

〈0.9〉
（3.2）

〈1.2〉
（4.1）

〈0.9〉
（5.1）

〈1.6〉
（4.7）

注：〈　〉内は季節調整済み前期比、（　）内は前年（同期（月））比。

（2025年9月12日現在）
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●米　国●
2024年 2024年 2025年 2025年

10～ 12 1～ 3 4～ 6 6月 7月 8月
鉱工業生産

（▲0.3）
〈▲0.3〉
（▲0.3）

〈1.0〉
（1.2）

〈0.4〉
（1.0）

〈0.4〉
（0.8）

〈▲0.1〉
（1.4）

設備稼働率 77.6 77.1 77.6 77.6 77.7 77.5
小売売上高

（2.6）
〈1.8〉
（3.9）

〈0.4〉
（4.5）

〈0.7〉
（4.2）

〈0.9〉
（4.4）

〈0.5〉
（3.9）

失業率（除く軍人、％） 4.0 4.1 4.1 4.2 4.1 4.2 4.3
非農業就業者数（千人）
（前期差、前月差）

2,081 509 521 280 ▲13 79 22

消費者物価指数
（2.9）

〈0.7〉
（2.7）

〈0.9〉
（2.7）

〈0.4〉
（2.4）

〈0.3〉
（2.7）

〈0.2〉
（2.7）

〈0.4〉
（2.9）

2024年 2024年 2025年
1～ 3 4～ 6 7～ 9 10～ 12 1～ 3 4～ 6

実質GDP
（連鎖ウエート方式） （2.8）

{1.6}
（2.9）

{3.0}
（3.0）

{3.1}
（2.7）

{2.5}
（2.5）

{▲0.5}
（2.0）

{3.3}
（2.1）

経常収支（億ドル、年率）
名目GDP比

▲11,853
▲4.1

▲10,434
▲3.6

▲11,452
▲3.9

▲13,047
▲4.4

▲12,479
▲4.2

▲18,007
▲6.0

注：｛　｝内は季節調整済み前期比年率、〈　〉内は季節調整済み前期比、
　　（　）内は季節調整済み前年比。ただし、消費者物価指数および暦年の前年比は原数値。

●アジア●
実質GDP成長率（前年比、前年同期比、％）

韓 国 台 湾 香 港 シンガポール タ イ マレーシア インドネシア フィリピン 中 国
2023年 1.6 1.3 3.2 1.8 2.0 3.5 5.0 5.5 5.4
2024年 2.0 4.3 2.5 4.4 2.5 5.1 5.0 5.7 5.0

2024年1～ 3月 3.4 6.6 2.8 3.2 1.7 4.2 5.1 5.9 5.3
4～ 6月 2.2 4.9 3.1 3.4 2.3 5.9 5.0 6.5 4.7
7～ 9月 1.4 4.2 1.9 5.7 3.0 5.4 4.9 5.2 4.6

10～ 12月 1.1 3.8 2.4 5.0 3.3 4.9 5.0 5.3 5.4
2025年1～ 3月 0.0 5.5 3.0 4.1 3.2 4.4 4.9 5.4 5.4

4～ 6月 0.6 8.0 3.1 4.4 2.8 4.4 5.1 5.5 5.2

貿易収支（100万米ドル）
韓 国 台 湾 香 港 シンガポール タ イ マレーシア インドネシア フィリピン 中 国

2023年 ▲10,346 80,788 ▲59,336 52,959 ▲3,435 47,298 36,899 ▲52,592 822,102
2024年 51,842 80,630 ▲48,486 47,316 ▲4,783 30,544 31,349 ▲54,328 992,577

2024年6月 8,251 4,696 ▲7,137 2,340 411 3,046 2,519 ▲4,336 99,037
7月 3,620 4,860 ▲2,797 4,654 ▲1,134 1,452 671 ▲4,878 85,479
8月 3,588 11,501 ▲4,250 4,419 579 1,440 2,775 ▲4,395 91,553
9月 6,442 7,126 ▲6,829 4,149 681 3,017 3,231 ▲5,103 81,757
10月 3,169 7,040 ▲3,990 3,581 ▲471 2,781 2,483 ▲5,815 95,717
11月 5,570 7,941 ▲5,576 4,883 ▲22 3,346 4,367 ▲4,936 97,326
12月 6,493 6,060 ▲4,438 2,967 127 4,320 2,239 ▲4,146 105,176

2025年1月 ▲1,869 10,064 267 3,743 ▲1,880 820 3,492 ▲4,926 138,091
2月 4,001 6,631 ▲4,667 5,498 1,988 2,841 3,095 ▲2,974 31,279
3月 4,780 6,930 ▲5,835 3,550 973 5,588 4,327 ▲4,513 102,240
4月 4,856 7,397 ▲2,062 8,750 ▲3,321 1,163 159 ▲3,973 95,984
5月 6,955 12,619 ▲3,503 4,534 1,116 178 4,302 ▲3,632 103,079
6月 9,122 12,077 ▲7,508 6,652 1,062 1,983 4,104 ▲4,396 114,597
7月 6,550 14,342 ▲4,347 5,501 322 3,537 4,174 ▲4,049 98,245
8月 6,514 16,829 102,329
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